
[第２号議案] 
平成 23 年度事業計画（案）                      

Ⅰ.基本的指針 

 「よき経営者をめざすものの団体」として、会員の積極的な自己啓発を支援し、納税意

識の向上と企業経営および社会の健全な発展に貢献します 

 １）健全な納税者団体としての事業の充実 

 ２）地域への社会貢献活動の積極的な展開 

３）組織基盤の整備 

４）会員企業支援のための事業の実施 

５）公益目的事業を検証し、公益法人認定を目指す 

  

Ⅱ.重点事項 

 新公益法人制度への対応を最重要課題と位置付け、「公益法人」移行認定を目指すという

基本方針に則り、公益法人移行認定のため最大限の努力を行うこととし、先行会等のノウ

ハウを活用しつつ、認定に向けた具体的作業に取り組む。 

 今回の公益法人制度改革を法人会本来の理念と活動に立ち戻る機会と捉え、法人会の原

点である「税」に関する活動に軸足を置き、特に e-Tax の普及拡大・利用促進を図り、ま

た組織・財政基盤の再構築を図るために会員増強に力を入れるとともに、東日本大震災の

被災者支援や復興支援に資源を振り向けることに留意し、以下の諸施策に取り組む。 

 

Ⅲ.事業計画 

１ 税知識の普及や納税意識の高揚および税を巡る諸環境の整備改善等を図ることを目 

 的とする事業 

 

 （１）税知識の普及を目的とする事業 

１）税務研修会 ２）税や財政講演会 ３）新設法人説明会 決算説明会   

４）税務相談会 ５）参考本、テキストの配付 

 

 （２）納税意識の高揚を目的とする事業 

１）広報誌の発行 ２）ホームページによる税情報の広報 ３）租税教室  

４）税の標語募集 ５）多賀城納税作品表彰式  ６）税の絵はがき表彰  

７）「税を考える週間」広報 ８）納税表彰式 ９）e-Tax の利活用の促進 

 

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

   １）税制アンケートの実施  ２）税制改正要望書の関係機関への提出  

   ３）税制改正要望大会 ４）全国青年の集い ５）全国女性フォーラム   



    ２ 地域の経済社会環境の整備改善を図り、企業の健全な発展に資する事業 

 

（１）東日本大震災の取り組み 

  １）震災支援と復興への活動・寄付 ２）青年部会 20 周年事業を震災復興支援に特 

   化して実施 

（２）地域企業の健全な発展に資する事業 

      １）経営セミナー ２）経済セミナー ３）財務・会計セミナー ４）社員実務セ 

      ミナー ５）教養、健康講話 ６）講演会 ７）セミナーオンデマンドの配信 

 

    （３）地域社会貢献を目的とする事業 

      １）地域持ち回り事業 ２）福祉施設へのタオル寄贈 ３）エコキャップ寄贈 

 

    ３ 組織強化および法人会会員企業に対する事業 

 

    （１）会員増強運動の充実 

      １）新設法人情報の取得 ２）支部による会員勧奨 ３）エフエムベイエリアでの広報 

 

    （２）会員交流に資する事業 

      １）新年賀詞交歓会  ２）総会懇親会 ３）役員合同会議懇親会  

          ４）部会移動研修会   ５）部会企業訪問・視察研修会 ６）支部懇親会 

 

    （３）会員福利厚生等に関する事業 

      １）経営者大型保障制度の普及推進 ２）ビジネスガードの普及推進 ３）がん保 

     険制度の普及推進 ４）貸倒保証制度の普及推進 ５）健（検）診事業 

 

 （４）支部、部会の充実 

      １）部会移動研修会 ２）部会企業訪問・視察研修会 

 

    ４ 法人会管理運営 

 

 （１）単位会 総会、理事会、総務・組織及び厚生委員会 

 （２）県連  総会、理事会、総務・組織、厚生及び公益委員会、役職員研修会、部会、 

事務局会議 

 （３）六県連 会長会議、運営協議会、研修会 

 （４）友誼団体との協調  


